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１．はじめに

　2019年12月に中国武漢市で発生が報告された、新型コロナウイルス感染症の世界的
な流行（パンデミック）により１）、効果的な感染対策と事態の収束へ向けた取り組み
が続けられている。
　わが国では、2020年４月に、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律
第31号）に基づき、全国で緊急事態宣言が発出され、５月末に解除された。新規感染
者数は、６月下旬以降、再び拡大する。そして、７月末から８月上旬をピークに減少
し、９月末に底となる。10月は横ばいで推移した後、11月以降、全国的に感染が拡大
し、年末年始には過去最高の水準となった２）。そこで、2021年１月に再度、首都圏な
どの特定の地域で緊急事態宣言が発出された。２月に入り、地域ごとの感染状況に応
じて、宣言の解除、ないし期間の延長が行われている。
　この間の対処方針について、政府は、「新型コロナウイルス感染症の基本的対処方
針」（令和２年３月28日、令和２年５月25日変更。以下、「基本的対処方針」という。）
により、「感染拡大の防止と社会経済活動の維持の両立を持続的に可能としていく」
としている（なお、令和３年２月12日に変更された基本的対処方針が最新のものであ
る〔令和３年２月25日現在〕。）。そして、感染状況に波がある中で、対策を講じながら、
社会経済活動を行っていくために、国民には「新しい生活様式」への行動変容が求め
られている３）。
　そこで本稿では、コロナ下での消費者問題を概観し、消費者の視点から、今後の消
費生活における課題を考える。

コロナ下の消費者問題と消費者の権利

山　口　由紀子
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２ ．コロナ下の消費者問題への対応①
　　―― 生活関連商品、食料品をめぐる市場の動向と消費者の購買行動

　コロナ下の生活において、2020年１月以降、国内で感染が拡大し、同年４月に最初
の緊急事態宣言に至るまで、および宣言期間には、国民には外出自粛等の行動制限が
要請され、５月末の宣言解除後は「新しい生活様式」に基づく行動への適応が求めら
れている。
　消費者問題は、本来的には取引に関連する問題であり、生活のために、もの・サー
ビスを購入し、消費・使用することに関わる問題である。一方、消費生活を維持する
前提として、生産・流通の安定、環境問題、および非常時・災害時の衣食住の確保が
問題となる。これらは拡張的な消費者問題と位置づけられる。
　これに対し、現在の状況は消費生活にどのような影響を及ぼしているのだろうか。
市場の動向、消費者の意識と行動、および消費者行政による対応について見ていく。

（1）　市場の混乱と転売規制
　国内で2020年１月に新型コロナウイルス感染症の感染者が初めて報告されて以降、
感染が拡大した２～３月期には、政府による全国一斉の臨時休校要請４）、自治体によ
る外出の自粛要請など、経済・社会活動が抑制され、社会の緊張が高まった。
　生活関連商品について、感染対策としてマスクの需要が急増する一方、供給不足と
なり、小売店舗などで製品を大量に購入し、インターネット上で高額で転売する行
為が頻発したことから５）、３月に、国民生活安定緊急措置法（昭和48年法律第121号）
に基づく転売規制が行われることとなった。続いて、５月にアルコール消毒製品につ
いても規制がなされた。
　同法は、第一次オイルショックにおける、トイレットペーパー・パニックなどの物
不足と価格の高騰による社会の混乱を背景として1973年に制定され、これにより緊急
時の価格対策が消費者行政に加えられた６）。
　ここでは、同法第26条に基づき行われた転売規制について、主にマスクに対する規
制の経過と内容を見る。



143

〇　国民生活安定緊急措置法（昭和48年法律第121号）
第26条①　物価が著しく高騰し又は高騰するおそれがある場合において、生活関連物資
等の供給が著しく不足し、かつ、その需給の均衡を回復することが相当の期間極めて困
難であることにより、国民生活の安定又は国民経済の円滑な運営に重大な支障が生じ又
は生ずるおそれがあると認められるときは、別に法律の定めがある場合を除き、当該生
活関連物資等を政令で指定し、政令で、当該生活関連物資等の割当て若しくは配給又は
当該生活関連物資等の使用若しくは譲渡若しくは譲受の制限若しくは禁止に関し必要な
事項を定めることができる。
②　前項の政令で定める事項は、同項に規定する事態を克服するため必要な限度を超え
るものであつてはならない。

　①　マスクの物価動向
　マスクの販売価格について、総務省「小売物
価統計調査（東京都区部小売価格）」を参照す
ると、2019年12月に、マスク（１袋・７枚）の
小売価格は339円であった。2020年は、１月に
347円、その後は、２月に367円、３月は384円
と上昇し、４月は371円、５月は370円となった

（【表１】参照）。

　②　「供給の著しい不足」７）

　感染症の拡大により、マスク需要が急増し、
2020年１～２月に約20億枚を販売した。しかし、
店頭では品切れが続いた。過去の販売実績と比
較すると、2018年度の家庭用マスクの需要は約43億枚（月に3.6億枚）、当年度のピー
ク需要は月5.8億枚（２月）である。
　生産については、平時は、国内生産が月0.9億枚、海外生産が2.6億枚となっており、
海外生産の約９割が中国産である。しかし、中国産は輸入が停滞する状況にあった。
これに対し、国内の生産体制を増強し、24時間体制で製造を行い、月3.9億枚程度を
生産できるようにすること、および、海外からの緊急輸入と合わせて、2018年度のピー
ク需要を目標に、月６億枚の生産体制を確保するよう、取り組みが進められた。
　③　「需給の均衡を回復することが相当の期間極めて困難」
　生産体制を拡充する一方、需要の増加に対しては、国が優先的に製品を確保し、医

【表１】マスク（１袋・７枚）
小売価格（2018年～2020年）



144

療、介護、学校、各家庭などへの配布が行われた８）。そして、国民に向けて、買い占
めを控えること、手作りや代用する方法を紹介・推奨する呼びかけがなされた９）。
　しかし、インターネット上でマスクが高値で転売され、取引される行為により、転
売を目的としたマスクの購入が店舗の品薄状態を助長し、消費者が供給不安から不必
要に大量購入する事態が生じていた10）。このことから、国民による当該製品の購入を
困難にするおそれが懸念された。
　④　「国民生活の安定または国民経済の円滑な運営に重大な支障が生じ、または生
ずるおそれ」
　前述のような状況において、国民が必要とする物資を確保するため、同法に基づき、
マスクの転売行為を規制し、高値販売（購入価格を超える価格での販売）行為を禁止
した（第26条１項）11）。
　⑤　規制の内容
　政令により、規制の対象となる生活関連物資等として「衛生マスク」が指定された

（2020年３月15日。国民生活安定緊急措置法施行令〔昭和49年政令第４号〕第１条）。
　対象となる行為は、譲渡の制限である（第26条１項）。不特定の相手方に販売する
者から購入した製品を、購入価格（仕入価格）よりも高い価格で、不特定または多数
の者に転売する行為が禁止される（同施行令第２条）12）。違反者に対しては、１年以
下の懲役若しく100万円以下の罰金が科される（同施行令第７条１項）。両罰規定が設
けられており、行為者のほか、法人等には罰金が科される（同２項）。
　⑥　規制の解除
　同法第26条２項により、本規制は、「事態を克服するため必要な限度を超えるもの
であってはならない。」と定められている。
　マスクの供給体制について、６月は、推計で国内生産が月４億枚、海外からの輸入
が月４億枚となっている。さらに８月には、国内と海外の生産を合わせて月に約10億
枚に達する見込みとなった。医療機関、介護施設への国による配布も継続して行われ
ている。そして、マスク（１袋・７枚）の小売価格は、６月が361円、７月は365円、
８月は351円と安定してきている（前出【表１】参照）。
　このように、需給の状況が改善していることから、本規制は８月29日に解除された13）。
　⑦　アルコール消毒製品に対する転売規制14）

　アルコール消毒液については、2020年２月以降、国内の増産体制を取り、２月は約
170万L（前年月平均の1.8倍）から５月には約600万L（同6.2倍）に達した。しかし、
品薄状態が継続し、医療機関、介護施設等への優先的な供給を行う一方、ネット販売
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の運営事業者に対する出品・販売の自粛等を要請する中で、インターネット上の転売
が続発していた。
　５月の緊急事態宣言解除後には、経済活動の再開にあたり、各事業者団体が感染予
防対策のための業種別ガイドラインを作成し、アルコール消毒製品の需要の増加が見
込まれるところ、国民の製品へのアクセスに問題が生じるおそれがあることから、転
売規制を行うこととされた。
　転売規制の対象となるアルコール消毒製品は、①医薬品、医薬部外品（エタノール
を含有するもの）と②高濃度エタノール含有製品である。後者については、エタノー
ル濃度が60％以上、かつ除菌等製品（消毒、殺菌、除菌、抗菌等に使用されることが
目的とされているもの）が対象とされた。対象となるか否かは、製品上の表示、製造
業者、小売業者または転売行為者の宣伝・広告の内容、または社会通念から判断され
る。５月26日より規制が行われた。
　製品の供給については、５月以降、６月は約610万L、７月には約640万Lと、前年
月平均の６倍程度と拡大し、増産が継続していること、そして、需要面では、ネット
上の取引価格が、店舗の小売価格と同水準となり、市場の状況の改善が見られるとし
て、マスクと同日の８月29日に規制は解除された。８月以降の国内生産量について、
10月には約710万Lまで増加し、前年月平均の５～７倍程度で推移している15）。

（2）　消費者の購買行動への影響 ――「買いだめ」行為
　①　生活関連商品
　マスク、アルコール消毒製品以外にも、品薄・品切れが社会的な問題となった生活
関連商品として、トイレットペーパー、ティッシュペーパーがある。
　東京都の消費生活相談統計によれば、2020年１～３月における新型コロナウイルス
関連の相談は2,281件ある16）。内訳は、１月は30件、２月は438件であり、３月には1,813
件と急増している。３月の相談件数は、都内の相談件数全体の15.1％となった。相談
内容について、商品・役務別に見ると、マスクなどの「保健衛生品その他」が365件
で１位、トイレットペーパー、ティッシュペーパーなどの「ちり紙類」が162件で２
位となっている。それぞれ、新型コロナウイルス関連の相談の16.0％、7.1％を占める。
　問題の背景には、トイレットペーパーなどの原材料となる紙類が不足するという
誤った情報が流布したことがある17）。しかし、業界団体の説明によれば、原材料の調
達、供給量・在庫は不足しておらず18）、消費者の状況認識により購買行動が誘発され
たことがパニックにつながったと指摘されている19）。
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　②　食料品
　食料品の供給・販売については、３月下旬に首都圏の自治体が外出の自粛を要請し、
東京都内のスーパーなどでは、食料品を買いだめ（余分に購入）する動きが広がり、
その様子はメディアでも報道された20）。食料品の品薄状態が生じたことから、国は生
産（即席めん、冷凍食品、パスタ、レトルト食品、パン）・供給（スーパーマーケット、
食品卸）の状況に関する情報を提供し、買いだめなどを行わないよう、国民に呼びか
けた21）。
　そこには、外出自粛や臨時休校の要請といった行動制限が行われ、自宅で過ごすた
めの「巣ごもり消費」により、冷凍食品、レトルト食品、麺類（インスタント袋麺、乾麺、
スパゲッティ）といった加工食品の売り上げが大幅に伸びるなど、食品需要が変化し
たことも関係している22）。
　食品需要の変化について、総務省「家計調査」より、家計における食料消費への支
出を見ると、2020年３～６月の消費支出は前年同月と比較して減少し、宣言期間中の
４月の消費支出は－11.1％、５月は－16.2％となった23）（【表２】参照）。
　その中で、食料支出は微減となっている。４月の食料支出は－3.1％、５月は－2.1％
である。その内訳については、内食の需要拡大により、「肉類」および「酒類」の支
出が増加している。「肉類」は、３～６月を通して10％以上増加しており、４月と５
月は20％を超える。「酒類」は、５月が28.5％増え、４月も23.5％増となっている。一
方、「外食」は、３～６月期に各月とも30％以上減少し、特に４月には－63.7％と大
幅に減少した。５月も56.3％減となっている。

（3）　消費者の適切な選択を確保するための条件
　このように、感染拡大による行動制約と需要の急激な変化が、消費者の購買行動に
影響を及ぼした。これに対し、国は、買いだめ、買い急ぎをしないで、「必要な分」
だけを購入するように呼びかけている。そこで、非常時において消費者の適切な行動

【表２】食料消費支出の状況（家計調査、２人以上の世帯）（2020年３～６月）
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を促すための条件について検討する。
　①　買い物の機会の確保
　まず、買い物の機会を確保することについてである。緊急事態宣言の前後で、消費
者の買い物行動は変化している。緊急事態宣言の前後における、スーパーやコンビニ
等での食料品や生活必需品の買い物の仕方を調査した、消費者庁「物価モニター調
査」（令和２年５月）によると、買い物の頻度の変化については、「やや減った」と回
答する割合が32.8％と最も多い24）。次いで、「変わらない」が30.7％、「大きく減った」
15.9％、「やや増えた」15.6％となっている。そして、「大きく増えた」が5.0％である。
１回の買い物当たりの購入量については、「やや増えた」が46.7％で最も多い。次いで、

「変わらない」30.9％、「大きく増えた」16.2％と続く。「やや減った」は4.8％、「大きく減っ
た」は1.3％である。
　②　必要量の把握
　次に、使用量や用途などから、生活上の必要量を考えることで、購入する量を調節
することができる。マスクは、前述のように、使い捨てマスク以外の方法を活用する
こと、トイレットペーパーについては、業界団体が、一般的な使用量について、１週
間程度で一人当たり１ロール、１か月では４ロール程度との目安を示すことで、適切
な使用の呼びかけがなされた。
　食料品については、国は、緊急時に備えて、日常的に家庭における備蓄に取り組む
ことを推奨している25）。その中で、新型インフルエンザ等の流行に関しては、２週間
分程度の食料の備蓄が望ましいとしている。
　その際に、水、熱源といったライフラインは、確保されていることが前提とされて
いる。しかし今冬、水道管の水漏れ事故により、年末年始に断水する地域が見られ
た26）。応急給水所が設置されたほか、水を取りに来られない人に対しては、地区の民
生委員などが各家に届けたという。事故発生から復旧、断水の解消まで、１週間程度
かかっている。冬場は、水道管の凍結・破裂といった事故も発生しており27）、その可
能性を考えておく必要があるのではないか。
　③　生産・流通状況の把握
　さらに、購入しようとする商品の生産・流通状況を知ることができることである。
今回、トイレットペーパーなどの紙類、そして食料品の買いだめが起こり、店舗で品
薄・品切れとなる一方、商品需要の急増により、物流業者の小売業者への配送量が大
幅に増加し、商品は十分に生産されていても、店頭に並ばないという状況が生じた28）。
　そこには平常時の物流体制も影響しているという。こうした点を踏まえ、業界の全
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般的な供給状況のみならず、消費者自身の生活圏における生産・流通の状況を、より
具体的に知ることができる情報提供が求められる29）。

３．コロナ下の消費者問題への対応② ―― 購買行動の変化と消費者トラブル

　コロナ下での買い物行動について、店舗での買い物とインターネットを利用した買
い物の動向を見る。それに関連して、インターネット取引をめぐる消費者トラブルに
ついて、消費生活相談を参照し、その現状を探る。

（1）　購買行動の変化
　①　店舗での買い物
　前述のように、コロナ下において買い物行動は変化している。基本的対処方針では、
食料品などの生活必需品の供給を、国民生活の安定確保のために不可欠な業務とし、
関係事業者に事業の継続を求めている。そして、2020年５月末の宣言解除後は、国民
には、生活の各場面で「新しい生活様式」を踏まえた行動が求められている。買い物
行動については、事業者・事業者団体が作成した感染対策のガイドラインに基づき、
店舗で買い物をする際に、消費者に次のような行動（「買い物エチケット」）への協力
を呼びかけている30）。

〇　店舗での買い物エチケット（前記・ガイドラインより）
①　対人距離の確保及び混雑緩和への理解
・店舗内等においては他の顧客及び従業員との一定の対人距離を確保する。
・精算を待つ際は間隔を空けて並ぶ。
・予め購入品の計画を立てて来店するなど店内滞在時間短縮化を心がける。
・来店回数の削減に努める。
・混雑時間帯を避けての来店に努める。
・１グループ１人又は少人数で入場する。
②　感染防止対策への理解
・可能な限り購入しない品物への接触を避ける。
・電子決済や自動精算機を利用する。
③　サービスの内容変化への理解
・店舗において一時的に品薄商品や陳列棚における欠品が生じる可能性がある。
・必要に応じて点数制限による販売が行われることがある。
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　②　インターネット取引の利用拡大
　「新しい生活様式」の実践例として、買い物でネット通販を利用することが挙げら
れている。総務省「家計消費状況調査」によると、ネットショッピングの利用状況
について、2019年における利用世帯（２人以上の世帯）の割合は42.8％であったとこ
ろ、2020年５月に、利用世帯が初めて５割を超え（50.5％）、その後も５割程度で推
移している31）。11月の利用世帯の割合は51.8％であり、過去最高を更新した。前年同
月（43.1％）から8.7ポイント上昇している32）。
　利用世帯の割合（世帯主の年齢階級別）（２人以上の世帯）は、2019年は、40歳未
満が66.6％、40～49歳は63.0％、50～59歳は57.5％、60～69歳は38.9％、70歳以上は
19.5％であった。2020年５月の利用割合は、40歳未満が76.4％、40～49歳は72.7％、50
～59歳は65.4％、60～69歳は46.8％、70歳以上は25.4％と各年代で上昇している。11月
は、40歳未満が73.4％、40～49歳は73.3％、50～59歳は66.3％、60～69歳は48.6％、70
歳以上は27.1％となっている。
　ネットショッピングの支出額（１世帯当たり１か月間の支出総額）について、最近
の推移を見ると、2017年は10,586円、2018年は12,610円、そして2019年は14,332円と
なっている。2020年は、３～６月にかけて支出額が上昇し、５月は15,873円、６月に
は17,252円となった（【表３】参照）。そして、10～11月には再び上昇し、17,876円（10
月）、19,090円（11月）となっている。前年同月比で、６月は20.3％、10月は37.9％、
11月は33.2％増となっている。

　品目別に見ると、2019年は、「旅行関係費」が23.8％、「食料」13.9％、「衣類・履物」
10.9％、「教養関係費」10.5％、「家電・家具」8.7％、「保険・医療」4.7％、「保険」4.1％、「贈
答品」4.0％、その他19.5％となっている。前年と比べると、「家電・家具」が22.2％、「チ
ケット」などの「教養関係費」が16.1％増加し、すべての項目で支出が増加した。
　2020年は、５月の支出額は、「食料」が22.0％、「家電・家具」が13.9％（家電が

【表３】　ネットショッピングの状況（家計消費状況調査、２人以上の世帯）（2020年１～11月）
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10.3％など）、「衣類・履物」が12.9％（婦人用衣類が6.5％など）、「教養関係費」（※）が8.1％
などとなった。「旅行関係費」は大幅に減少している（1.8％）。

（※）　教養関係費：「書籍」、「音楽・映像ソフト、パソコン用ソフト、ゲームソフト」、「デジ
タルコンテンツ」（電子書籍、ダウンロード版の音楽・映像、アプリなど）、「チケット」の合
計をいう。

　③　インターネット取引の利用状況
　インターネット取引の利用について、消費者庁「物価モニター調査」（令和元年６月）
を参照すると、まず、ネットショッピングの利用回数について、直近２か月間の利用
頻度は、「月に２～３回程度」が36.2％と最も多く、「月に１回程度」が25.2％、「週に
１回程度」が17.7％、「（ほとんど）利用していない」13.8％、「週に２～３回以上」が
7.1％であった33）。月に１回以上、利用している人は86.2％に上り、週に１回以上、利
用している人は、約25％である。
　年代別に見ると、週に１回以上、利用している人は、20歳代で５割を超える（「週
に２～３回以上」17.9％と「週に１回程度」35.7％の合計）。30～50歳代では、月に２
～３回以上、利用している人が６割を超える（「週に２～３回以上」、「週に１回程度」、
および「月に２～３回程度」の合計）。30歳代は66.5％、40歳代は66.4％、50歳代は
61.0％である。60歳代では55.3％、70歳以上は42.3％である。
　次に、オンラインサービスの利用について、直近１～２か月間に利用したサービス
は、「オンラインショッピング」が78.2％と最も多い34）。次いで、「オンラインでの音楽・
映画鑑賞等」が23.9％、「オンラインゲーム」11.7％、「オンラインでのイベント参加（講
演会、各種セミナー、スポーツ観戦、コンサート、ライブ等）」10.6％などとなっている。
　年代別に見ると、「オンラインショッピング」は、20～60歳代の各年代で８割前後
となっており（20歳代80.0％、30歳代77.8％、40歳代83.8％、50歳代79.0％、60歳代
76.6％）、70歳以上は56.2％である。「オンラインでの音楽・映画鑑賞等」は、30歳代
28.6％、50歳代26.9％、40歳代26.5％であり、20歳代は24.0％である。「オンラインゲー
ム」は、20歳代で24.0％となっている。
　④　食料品の購入
　食料品の購入先について、（一社）全国スーパーマーケット協会の調査による
と、消費者が月１回以上、利用する店舗数の平均は3.1店である（２店および３店が
29.8％、１店は12.8％など）35）。その業態は、食品スーパーが66.5％と最も多い。次い
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で、ドラッグストアが62.2％であり、コンビニエンスストアが57.5％、総合スーパー
が51.5％と５割台で続く。さらに、総合ホームセンターは30.0％、総合ディスカウン
トストアが24.6％と３割前後となっている。ネット通販は、35.4％である。
　コロナ下での食品購入の方法について、（株）日本政策金融公庫が行った調査によ
ると、感染症の拡大を受けて、農林水産物・食品の購入方法に変化が生じた消費者
は、25.8％である36）。利用する機会や量が増加した購入方法は、「インターネット」が
38.0％で最も多い。次いで、「量販店・スーパー」が29.1％、「テイクアウト」が27.3％
となった。
　「インターネット」での購入が増加した人について、性別に見ると、各年代で男性
の割合が高い。30代、60代、および70代で５割程度となっている（30代51.4％、60代
53.7％、70代45.5％）。さらに、インターネットでの食品の購入先として、「ネットショップ」
が47.4％で最も多く、「量販店のネット注文」が19.4％、「生産者の直販」が16.8％と続く。

（2）　インターネット取引をめぐる消費者トラブル
　①　消費生活相談の概況
　消費生活相談（PIO-NET）を参照し、全国の消費生活相談センター等に寄せられ
た相談から、インターネット取引をめぐる消費者トラブル・被害の状況を見る37）。
　販売購入形態別の相談件数について、2020年５月は、相談件数全体に占める「イン
ターネット通販」の相談件数が３割を超え、32.7％となった。相談件数は、24,701件
である。４～６月期は、相談件数は全体で236,112件のうち、「インターネット通販」は、
73,230件であり、31.0％であった。なお、全相談件数に占める、「インターネット通販」
を含む「通信販売」に関する相談は、40.9％である。
　年代別に見ると、各年代で相談件数が増加している。４～６月期の相談では、40歳
代が14,479件と最も多く、50歳代が14,307件、60歳代が9,566件と続く。60歳以上では、
70歳代の6,603件と合わせると、全体で22.1％を占める。増加率については、前年同期
と比べて、20歳未満が約1.8倍に増加している。50歳代と30歳代は約1.5倍となっている。
　商品・役務等別に、相談件数の上位５位に上がっているのは、「健康食品」、「デジ
タルコンテンツその他」、「化粧品」、「他の保健衛生用品」、「紳士・婦人洋服」であ
る38）。「健康食品」に関する相談は、「定期購入」に関する相談が多い。定期購入に関
する相談として、そのほかに「化粧品」、「飲料」がある。「他の保健衛生用品」は、
新型コロナウイルス関連の相談であり、マスクに関する相談が多い。それ以外に、体
温計などの「医療機器」、アルコール消毒液などの「医薬品類」に関する相談も多く



152

見られた。「デジタルコンテンツその他」は、オンラインサービスの利用に係るもの
であり、映画配信サービスの相談などがある。オンラインサービスとして、「オンラ
インゲーム」に関する相談も増加している。
　②　定期購入に関する相談
　商品・役務等別の相談件数が上位である「健康食品」、「化粧品」に関連して、定期
購入に関する相談の状況をさらに見ていく。
　「定期購入」について年間の相談件数を見ると、2020年は56,302件となり、過去最
高を更新した39）。2019年は、前年2018年の約２倍に増加し、44,751件であったところ、
2020年は1.2倍の件数となった。そして、2020年の定期購入に関する相談件数の９割
以上が、「インターネット通販」によるものである40）。ＳＮＳや動画投稿サイトの広
告を見て、「お試し〇円」のダイエットサプリメントを申し込んだところ、次の商品
が届いて、定期購入だと気づいたなどの相談が見られる。解約時に商品購入を求めら
れる、あるいは解約を申し出る期間が決められているといったトラブルもある。
　性別・年代別に見ると、女性が７割程度であり、30歳代～50歳代の相談が多い41）。
そして、各年代の増加傾向とともに、未成年者や20歳代の若年層の伸び率が大きい42）。
2020年４～６月期の相談では、「定期購入」に関する相談に占める、未成年者の相談
の割合が、17.5％（４月）、15.9％（５月）、10.1％（６月）となった43）。
　③　危害に関する相談44）

　「健康食品」に関連する相談として、危害に関する相談件数も増加している。2019
年度は、3,911件であり、相談全体（14,032件）の27.9％を占め、商品・役務別の相談
件数の１位となった。前年2018年の1,800件の2.2倍に増加している。2020年は９月30
日現在で2,230件であり、前年同期の1,205件に対し、大幅に増加している45）。
　相談内容については、通信販売での定期購入に関する相談が多く46）、主な内訳は、

「他の健康食品」（各種サプリメントなど）2,596件（66.4％）、「高麗人参茶」676件
（17.3％）、「酵素食品」396件（10.1％）である。危害内容は「消化器障害」が約７割
を占める（2,261件）。次いで、「皮膚障害」が852件（21.8％）、「その他の疾病及び諸
症状」330件（8.4％）となっている。
　「健康食品」のほか、通信販売での定期購入に関する相談が多い「化粧品」は、危
害に関する相談件数が2,879件あり（20.5％）、商品・役務別件数の２位となっている。
内訳として、「乳液」に関する相談が717件（24.9％）であり、危害に内容については、

「皮膚障害」が2,680件と９割以上を占める。
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（3）　若者および高齢者の消費者トラブル
　①　若者の消費者トラブル
　若者の消費者トラブルについて、小学生、中学生、高校生の相談に着目すると、近
年、インターネットに関連する取引トラブルが７割程度の高い割合を占める47）。
　2019年度上半期における東京都の相談を参照すると48）、小学生は、「オンラインゲー
ム」に関する相談が多い。中学生は、「オンラインゲーム」に関する相談が多く、ダ
イエットサプリなど「健康食品」、脱毛クリームなど「他の化粧品」に関する相談も
増加した。高校生は、「健康食品（ダイエットサプリ、サプリメント一般）」、脱毛クリー
ムなど「他の化粧品」、「基礎化粧品（ニキビ用化粧品）」に関する相談が多くなっている。
そして、これらの商品の「定期購入」に関する相談の増加にもつながっている。
　「オンラインゲーム」について、未成年者の相談件数は増加している49）。高額課金
に関するトラブルを内容とする。2019年の全国における相談件数は5,367件であり、
そのうち、未成年者の相談件数は５割を超えた（52.5％）。2020年は3,056件で、約６
割となっている（11月30日現在。58.2％）。なお、前年同期の件数は2,315件である。
その中で、10歳未満の相談件数が2019年は10.4％と１割を超え、2020年は14.8％に増
加している。
　②　高齢者の消費者トラブル
　前述のように、2020年は、各年代においてインターネット取引の利用が拡大し、60
歳代、70歳以上の高齢層においても利用が増加した50）。高齢層の利用目的は、主にオ
ンラインショッピングである。
　総務省「家計消費状況調査」より、ネットショッピングの支出額について、世帯主
の年齢階級別に費目別構成比を見ると、「保健・医療（医薬品、健康食品）」は、高齢
層の支出割合が若年層よりも高い51）。そのうち、「健康食品」に着目すると、2019年は、
２人以上世帯の平均は3.8％であり、60歳代は4.9％、70歳以上は6.0％であった。
　2020年（１月～11月）は、平均が５月に4.3％となるなど、各月で支出が伸びてい
る（【表４】参照）。60歳代は、４月に6.1％、５月は5.7％となり、70歳以上は５月に7.6％
となった。全般的にインターネット通販の利用が伸びる一方、消費生活相談の件数が
増加し、その中で、「健康食品」や「定期購入」に関する相談も増えている。高齢者
のトラブル・被害を防止し、買い物機会を確保する観点からは、デジタル取引への適
応が課題である52）。
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【表４】　ネットショッピングの費目別支出金額と構成比（2020年１～11月）
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４．コロナ後の消費生活 ―― 消費者の権利と責任

　コロナ下の生活において、生産・流通の安定、そして非常時・災害時の衣食住の確
保といった消費生活の維持に関する問題が表面化した。
　消費者基本法（昭和43年法律第78号）第２条は、「消費者の権利」について、次の
ように定める53）。

〇　消費者基本法に定める「消費者の権利」
①　国民の消費生活における基本的な需要が満たされること。
②　その健全な生活環境が確保されること。
その中で、
③　消費者の安全が確保されること。
④　商品および役務について消費者の自主的かつ合理的な選択の機会が確保されること。
⑤　消費者に対し必要な情報が提供されること。
⑥　消費者に対し教育の機会が提供されること。
⑦　消費者の意見が消費者政策に反映されること。
⑧　消費者に被害が生じた場合には適切かつ迅速に救済されること。

　
　今回の問題は、①と②に関わっており、そこに消費者と社会の脆弱さが表れている。
さらに、緊急事態宣言や新しい生活様式による行動制約がある中で、消費者がいかに
自主的かつ合理的に行動することができるかという課題もある54）。③～⑧に関わる問
題である。消費生活相談を通して見えてくる取引の実情を踏まえ、社会の混乱や緊張、
不安定な状況から、トラブル・被害が潜在化することにも留意しつつ、考えていく必
要がある。
　今ある生活を維持することは、消費者の権利である。それと同時に、社会の持続可
能性について考える契機となっている現在、消費生活を通して、これからの社会につ
いて考え、行動することは、消費者の責任である（消費者教育推進法（消費者教育の
推進に関する法律〔平成24年法律第61号〕）第２条参照）。
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